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(百万円未満切捨て)
１．2019年３月期の連結業績（2018年４月１日～2019年３月31日）

（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

　2019年３月期 1,222,199 0.7 15,783 △17.0 21,452 △14.3 13,863 △3.6

　2018年３月期 1,213,342 △1.4 19,016 33.5 25,045 26.2 14,384 1.1

(注) 包括利益 2019年３月期 11,440 百万円 ( △48.6％) 2018年３月期 22,257 百万円 ( 45.5％)
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

　2019年３月期 207.71 177.78 6.6 3.3 1.3

　2018年３月期 209.84 190.60 7.3 4.0 1.6

(参考) 持分法投資損益 2019年３月期 53百万円 2018年３月期 53百万円
　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

　2019年３月期 663,727 213,848 32.2 3,135.45

　2018年３月期 645,799 207,772 32.1 3,030.58

(参考) 自己資本 　2019年３月期 213,680百万円 　2018年３月期 207,603百万円
　

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

　2019年３月期 13,428 △7,649 5,329 75,382

　2018年３月期 51,978 △12,448 △3,754 63,671

　

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

　2018年３月期 － 15.00 － 15.00 30.00 2,055 14.3 1.0

　2019年３月期 － 15.00 － 15.00 30.00 2,020 14.4 1.0

　2020年３月期(予想) － 20.00 － 20.00 40.00 20.0

　

３．2020年３月期の連結業績予想（2019年４月１日～2020年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 587,000 △1.1 5,800 20.7 8,700 13.5 5,500 11.3 80.70

通 期 1,223,000 0.1 15,000 △5.0 21,800 1.6 13,600 △1.9 199.56
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※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

　 新規 － 社 (社名) 、除外 － 社 (社名)

　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無

　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2019年３月期 78,270,142 株 2018年３月期 78,270,142 株

② 期末自己株式数 2019年３月期 10,120,311 株 2018年３月期 9,767,201 株

③ 期中平均株式数 2019年３月期 66,741,203 株 2018年３月期 68,550,785 株

　

(参考) 個別業績の概要

１．2019年３月期の個別業績（2018年４月１日～2019年３月31日）

（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2019年３月期 13,970 22.6 8,672 55.5 10,190 29.2 10,238 63.1
2018年３月期 11,398 △36.3 5,575 △58.1 7,887 △44.4 6,275 △56.3

　

１株当たり当期純利益
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

2019年３月期 153.38 131.19

2018年３月期 91.54 83.07

　

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2019年３月期 195,676 139,916 71.4 2,050.25

2018年３月期 181,183 137,006 75.5 1,997.21

(参考) 自己資本 2019年３月期 139,748百万円 2018年３月期 136,837百万円

　

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績

等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっ

ての注意事項等については、添付資料２ページ「１．経営成績等の概況（１）当期の経営成績の概況」をご覧くだ

さい。

・当社は、2019年５月15日に機関投資家及びアナリスト向けの決算説明会を開催する予定です。その模様及び説明内

容（音声）については、当日使用する決算説明資料とともに、開催後速やかに当社ホームページに掲載する予定で

す。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

（当期の経営成績）

当連結会計年度における医療用医薬品市場は、2018年４月の診療報酬改定において薬価制度の抜本改革による新

薬創出等加算の見直しなどの影響も含め薬価ベースで7.48%の薬価基準引き下げが実施されるなど引き続き厳しい環

境下で推移しました。当社におきましては、がん治療薬などの新薬、スペシャリティ医薬品、稀少疾病用医薬品な

どの売上の伸張に加え、2018年１月に厚生労働省から発出されました「医療用医薬品の流通改善に向けて流通関係

者が遵守すべきガイドライン」に基づき個々の製品価値に見合った単品単価交渉に努めた結果、当連結会計年度の

業績は売上高、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益とも期初計画を大きく上回る結果となりま

した。

　当社グループは、医療・健康・介護に携わる企業集団として、患者様や医療機関が抱える課題を解決する顧客支

援システムの開発・提案や地域包括ケアシステムの構築に貢献することで幅広い分野で存在価値を発揮する付加価

値サービス型ビジネスモデルへの変革をグループ一体となって推進いたしました。また、業務の効率化と標準化、

人員の適正化を進めることで生産性の向上を図り、安定的な収益の確保と収益性の向上に取り組みました。さらに、

2018年10月１日に北陸エリアでの新たな営業拠点として「北陸東邦株式会社」を発足させ、東邦薬品株式会社とそ

の子会社で全国をカバーする体制を整えるなど、事業基盤の強化に取り組みました。

　物流機能につきましては、2018年11月に新たな高機能物流センターとして、「ＴＢＣ広島」が稼働いたしまし

た。これまでに培ってきた自動化の技術を一層進化させることで更なる生産性の向上を目指すと同時に、災害時に

も医薬品を安定的に供給する社会的使命を果たすために万全の体制を構築しております。

　共創未来ファーマ株式会社につきましては、富士フイルムファーマ株式会社が製造販売元であった26成分、およ

び販売元であった30成分のジェネリック医薬品の承継・販売移管を受けるなどラインナップの拡充を図り、当連結

会計年度末現在、ジェネリック医薬品の取り扱いは73成分156品目となりました。

　また、株式会社スズケンと顧客支援システムの共同利用および新たな流通モデル（ジェネリック医薬品・スペシ

ャリティ医薬品）の共同展開について基本合意し、2019年４月１日付で両社のジェネリック医薬品の企画・交渉を

担う合弁会社「株式会社ＴＳファーマ」を設立しました。

　当連結会計年度の業績は、売上高は1,222,199百万円（前期比0.7％増）、営業利益は15,783百万円（前期比17.0

％減）、経常利益は21,452百万円（前期比14.3％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は13,863百万円（前期比

3.6％減）となりました。

　セグメントの業績の概略は以下のとおりであります。

　医薬品卸売事業においては、「医療用医薬品の流通改善に向けて流通関係者が遵守すべきガイドライン」に基づ

き、個々の製品価値に見合った単品単価交渉に努めるとともに、当社・顧客双方の大きな業務負担となっている急

配・頻回配送を改善し、最適な配送回数を実現するための施策を推進しました。また、薬局業務一元管理本部シス

テム「ENIF本部」や「初診受付サービス」、「ENIFvoice SP+A」、「ENIFvoice Core」、「Core-POS」等の当社独

自の顧客支援システムの普及促進に取り組みました。

　その結果、当連結会計年度の業績は、売上高1,175,413百万円（前期比1.3％増）、セグメント利益（営業利益）

は16,084百万円（前期比6.2％減）となりました。

　調剤薬局事業においては、顧客支援システムの活用による店舗業務の効率化と標準化を引き続き推進することで

収益性の改善に取り組みましたが、調剤報酬改定の影響を大きく受け、当連結会計年度の業績は、売上高93,222百

万円（前期比4.9％減）、セグメント利益（営業利益）は1,425百万円（前期比60.0％減）となりました。

　治験施設支援事業では、売上高280百万円（前期比13.1%減）、セグメント利益（営業利益）は55百万円（前期比

38.4％減）、情報機器販売事業では、売上高1,385百万円（前期比18.3%減）、セグメント利益（営業利益）は36百

万円（前期比43.1%減）となりました。

　（注）セグメントの売上高には、セグメント間の内部売上高を含んでおります。
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（今後の見通し）

　当社が属する医療用医薬品市場では、消費税率引き上げに伴う薬価改定が本年10月に、2020年４月にも通常の薬価改

定が実施される予定で、市場動向については引き続き予想が難しい状況にあります。

　このような状況のもと、医薬品卸売事業においては、個々の製品の流通コストと価値に見合った単品単価交渉に引き

続き努めるとともに、「ENIF本部」や「ENIFvoice Core」、「Core-POS」、「初診受付サービス」など当社独自の顧客

支援システムの普及促進によるフィービジネスの拡大を図ることで収益性の向上を目指してまいります。また、顧客支

援システムの提案活動を通じた医療機関ならびに薬局共創未来会員との関係強化や、最適配送回数の実現に向けた施策

の推進など、事業基盤の強化にも努めてまいります。さらに、2018年12月に厚生労働省より発出された「医薬品の適正

流通（GDP）ガイドライン」を遵守し、災害時にも医薬品等を安定的に供給するとともに医療機関の業務効率向上に貢献

する高機能な物流体制を構築し、厳密な温度管理が要求されるスペシャリティ医薬品の流通機能の強化についても継続

して取り組んでまいります。

　また、共創未来ファーマ株式会社については、自社ブランドでの新たな製品を発売するなど引き続き製品ラインナッ

プの拡大を図り、独自の検証により品質を担保したジェネリック医薬品を安定的に提供することで、患者様や医療機関

の課題を解決し、当社の収益性の改善に寄与させてまいります。

　調剤薬局事業においては、各薬局が調剤報酬改定に対応した機能を構築するための施策を推進し、地域連携薬局とし

て地域医療に密着したサービスの提供による高付加価値化に取り組みます。一方で、専門医療機関連携薬局としての機

能を果たすため、高度な薬学管理知識を有する薬剤師の育成に注力してまいります。さらに当社の顧客支援システムの

活用や自動発注の推進などによる店舗業務の標準化および経費の全面的な見直しにより、引き続き経営の効率化と収益

性の向上を図ってまいります。

　次期（2020年３月期）の業績見通しにつきましては、売上高1,223,000百万円（前期比0.1％増）、営業利益15,000百

万円（前期比5.0％減）、経常利益21,800百万円（前期比1.6％増）、親会社株主に帰属する当期純利益13,600百万円

（前期比1.9％減）を見込んでおります。

（２）当期の財政状態の概況

①資産、負債及び純資産の状況

（イ）資産

流動資産は、前連結会計年度末に比べて4.7％増加し、479,427百万円となりました。これは、現金及び預金が

11,664百万円、受取手形及び売掛金が5,548百万円、商品及び製品が5,501百万円それぞれ増加したこと等によりま

す。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて2.0％減少し、184,299百万円となりました。これは、有形固定資産が

1,614百万円、のれんが1,254百万円、投資有価証券が1,042百万円それぞれ減少したこと等によります。

この結果、資産合計は、前連結会計年度末に比べて2.8％増加し、663,727百万円となりました。

（ロ）負債

流動負債は、前連結会計年度末に比べて2.4％増加し、400,265百万円となりました。これは、支払手形及び買掛

金が5,143百万円、１年内償還予定の社債が7,955百万円それぞれ増加し、未払法人税等が2,131百万円減少したこと

等によります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて5.1％増加し、49,612百万円となりました。これは、社債が5,057百万円

増加し、リース債務が1,382百万円、繰延税金負債が1,089百万円それぞれ減少したこと等によります。

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて2.7％増加し、449,878百万円となりました。

（ハ）純資産

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて2.9％増加し、213,848百万円となりました。これは、利益剰余金が

11,626百万円増加した一方、自己株式が3,644百万円増加、その他有価証券評価差額金が2,422百万円減少したこと

等によります。

②キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末と比較し11,710

百万円増加しました。その結果、当連結会計年度末の資金残高は75,382百万円となりました。当連結会計年度に

おける各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。
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（イ）営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果獲得した資金は、13,428百万円（営業活動によるキャッシュ・フローが前期比38,549百万円減

少）となりました。これは資金増加要因として、税金等調整前当期純利益20,913百万円を計上、減価償却費4,869

百万円、のれん償却額1,572百万円、仕入債務の増加額5,027百万円がありましたが、資金減少要因として、売上

債権の増加額5,355百万円、たな卸資産の増加額5,394百万円、法人税等の支払額9,750百万円があったこと等によ

るものであります。

（ロ）投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果支出した資金は、7,649百万円（投資活動によるキャッシュ・フローが前期比4,799百万円増

加）となりました。これは資金減少要因として、有形固定資産の取得による支出2,799百万円、無形固定資産の取

得による支出1,000百万円、投資有価証券の取得による支出2,952百万円があったこと等によるものであります。

（ハ）財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果獲得した資金は、5,329百万円（財務活動によるキャッシュ・フローが前期比9,083百万円増

加）となりました。これは資金増加要因として、社債の発行による収入20,100百万円がありましたが、資金減少

要因として、自己株式の取得による支出10,002百万円、ファイナンス・リース債務の返済による支出1,808百万

円、配当金の支払額2,025百万円があったこと等によるものであります。

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

2015年３月期 2016年３月期 2017年３月期 2018年３月期 2019年３月期

自己資本比率（％） 26.3 27.2 31.5 32.1 32.2

時価ベースの自己資本比率
（％）

23.7 25.7 26.8 26.6 28.4

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率（％）

104.7 1,148.0 132.2 42.1 254.9

インタレスト・カバレッジ・
レシオ（倍）

61.1 7.3 83.0 423.3 179.6

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

1. 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

2. 株式時価総額は、期末株式終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

3. 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用し

ております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を

対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用して

おります。
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題のひとつとして位置づけ、１株当たりの利益を向上させ

ることが責務であると認識しております。利益配分については、将来の収益基盤の強化と市況変動に備えて内部留

保の充実に努めながら、配当政策は安定配当を基本としております。当期の配当につきましては、中間配当金（１

株当たり15円）を含めた年間配当金を１株当たり30円とさせていただきました。次期の配当としては、中間配当金、

期末配当金とも普通配当15円に持株会社制移行10周年記念配当５円を加えて各20円とし、年間配当金は１株当たり

40円とさせていただく予定でおります。

（４）事業等のリスク

当社及び当社グループの事業その他に関する主なリスクは以下のとおりであります。なお、文中における将来に

関する事項は、当連結会計年度末現在において当社が判断したものであり、当社及び当社グループの事業その他に

関する全てのリスクを網羅したものではありません。

　

１．法的規制等について

当社グループの主な事業、取り扱い品目は、医薬品医療機器等法および関連法規等の規定により、必要な許可、

登録、指定及び免許を受け、販売活動を行っております。監督官庁の許認可の状況により当社グループの業績に影

響を与える可能性があります。

２．薬価基準改定および医療保険制度改革の影響について

当社グループの主要取扱商品である医療用医薬品は、薬価基準に収載されており、医療保険で使用できる医薬品

の範囲と医療機関が使用した医薬品等の請求価格を定めたものであります。従って、基本的に薬価基準は販売価格

の上限として機能しております。

この薬価基準については、厚生労働省が市場における医療用医薬品の実勢価格調査（以下「薬価調査」といいま

す。）を行い、その結果を薬価基準に反映させるために２年毎に改定が行われております。本年10月には、消費税

増税に伴う薬価改定が予定されており、2020年４月にも通常の薬価改定が実施されます。また、2018年４月の薬価

制度の抜本改革により2021年４月より中間年においても薬価調査・薬価改定が導入されることが決定し、その内容

を含め、今後の薬価基準改定および医療保険制度の改正の内容によっては、当社グループの業績に影響を与える可

能性があります。

３．特有の商慣習について

当社グループが主に事業展開する医療用医薬品卸売業界においては、医薬品が生命関連商品であり納入停滞が許

されないという性質上、医薬品を価格未決定のまま医療機関・調剤薬局に納入し、その後に価格交渉を始めるとい

う特異な取引形態が旧来より続いております。官民挙げてかかる流通慣行の改善に継続して取り組んでいるところ

ではありますが、交渉が難航した場合に当社グループでは合理的な見積もりにより決定予想価格を算出して売上計

上しております。価格交渉に長時間を要する場合や当初予想と異なる価格での決定となる場合には、当社グループ

の業績に影響を与える可能性があります。

４．販売中止、製品回収等について

　当社グループの取り扱う製品が予期せぬ副作用や異物混入等により販売中止または製品回収等の事態となった場

合には当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

５. 調剤薬局事業について

医療用医薬品の性格上調剤過誤が生じた場合、人体に損害を生じさせる可能性があります。人的過失等の事由に

より調剤過誤が発生したときは、多額の賠償金の請求を受けるだけではなく、既存顧客の信用および社会的信用の

低下を招くおそれがあります。その場合、その内容によっては当社グループの業績に影響を与える可能性がありま

す。また、厚生労働省令によって薬局への薬剤師の配置に人数を厳しく規制されており、薬剤師の必要人数が確保

されない場合には当社グループの業績に影響を与える可能性があります。
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　さらに調剤薬局事業は薬価基準に基づく医療用医薬品販売収入ならびに健康保険法に定められた調剤報酬点数に

基づく調剤料および薬学管理料等が主要な収入となります。従って、薬価改定や調剤報酬改定の内容や医療保険制

度改革による制度改正の内容によっては当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

６．消費税について

調剤薬局事業者が患者に販売する医療用医薬品は、消費税法により非課税商品となっておりますが、調剤薬局事

業者が卸売事業者から購入する医療用医薬品には同法により消費税等が課税されております。そのため、調剤薬局

事業では、消費税等の最終負担者として費用計上しております。従って、将来消費税が改定されたときに薬価基準

がその変動率に応じて改定されなかった場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

７．減損損失について

固定資産の減損会計は、固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として当期の損

失とすることとされています。このため、保有する固定資産の収益性の低下や市場価値が著しく下落した場合など、

固定資産の減損会計の適用により特別損失の計上が必要となり、当社グループの業績に影響を与える可能性があり

ます。

８．システムトラブルについて

当社グループは、その事業運営をコンピュータシステム及びそのネットワークに依拠しており、大規模なシステ

ムトラブルが発生した場合には当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

９．自然災害について

当社グループは、自然災害等に備え、危機管理体制の構築や基幹システムおよび周辺システムの完全二重化を実

施しておりますが、想定外の大規模災害が発生した場合、売上高の低下、復旧費用の増加等、当社グループの業績

に影響を与える可能性があります。

10．個人情報の管理について

当社グループは医療従事者や患者について、それぞれ多数の個人データを取り扱っております。医療従事者およ

び患者に関する個人データは、その資産価値および高秘密性から、その取り扱いに不備があった場合、一般的な個

人データの漏洩の場合に比し、より重い社会的信頼の低下や賠償責任が生じる可能性があります。
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２．企業集団の状況

当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、当社と子会社69社及び関連会社13社により構成されており、主な事業内

容、当該事業に係る位置付け及びセグメントとの関連は次のとおりであります。

なお、次の４部門は、「セグメント情報等」に掲げるセグメントの区分と同一であります。

(1）医薬品卸売事業

連結子会社４社(東邦薬品株式会社、九州東邦株式会社、株式会社セイエル、株式会社幸燿)、非連結子会社８社及び

関連会社２社(酒井薬品株式会社、他１社)は、製薬メーカー等から医薬品及び医療関連商品を仕入れ、病院・診療所・

調剤薬局等へ販売しております。

製薬メーカー等の商品については上記の連結子会社から調剤薬局事業の子会社34社(株式会社ファーマダイワ、株式会

社J．みらいメディカル、株式会社清水薬局、株式会社ファーマみらい、セイコーメディカルブレーン株式会社、ベガフ

ァーマ株式会社、有限会社キュア、株式会社青葉堂、株式会社厚生、他25社)及び関連会社６社へ供給しております。

なお、株式会社東邦システムサービス（連結子会社）は、共創未来グループ（当社及び医薬品卸売業を主とする関係

会社、業務提携会社）のデータ処理等の基幹システムの業務を主として請負っております。また、株式会社スクウェ

ア・ワン（連結子会社）は、不動産賃貸業を行っております。

(2）調剤薬局事業

連結子会社９社（株式会社ファーマダイワ、株式会社J．みらいメディカル、株式会社清水薬局、株式会社ファーマみ

らい、セイコーメディカルブレーン株式会社、ベガファーマ株式会社、有限会社キュア、株式会社青葉堂、株式会社厚

生）、非連結子会社25社及び関連会社６社は、保険調剤薬局経営を主に事業を行っております。

なお、ファーマクラスター株式会社（連結子会社）は、調剤薬局事業の管理事業を行っております。

(3）治験施設支援事業

株式会社東京臨床薬理研究所(連結子会社)は、治験施設の支援を行っております。

(4）情報機器販売事業

株式会社アルフ(連結子会社)は、情報処理機器の企画・販売を行っております。

その他（非連結子会社18社、関連会社５社）は、当社との関係の中でそれぞれの事業を行っております。
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当社と関係会社の事業系統図は次のとおりであります。

　

決算短信（宝印刷） 2019年05月09日 13時02分 10ページ（Tess 1.50(64) 20181220_01）



東邦ホールディングス株式会社(8129)
2019年３月期 決算短信

9

　【関係会社の状況】

名 称 住 所
資本金

(百万円)

主要な事業

の内容

議決権の

所有割合(％)
関係内容

(連結子会社)

東邦薬品㈱ 東京都世田谷区 300 医薬品卸売業 100.00
経営指導。不動産賃貸。

役員の兼任。

九州東邦㈱ 福岡県福岡市東区 522 医薬品卸売業
100.00

(100.00）

連結子会社の東邦薬品㈱より

医薬品の供給を受けている。

役員の兼任。

㈱セイエル 広島県広島市西区 95 医薬品卸売業
100.00

（100.00）

連結子会社の東邦薬品㈱より

医薬品の供給を受けている。

役員の兼任。

㈱幸燿 香川県高松市 72 医薬品卸売業
100.00

（100.00）

連結子会社の東邦薬品㈱より

医薬品の供給を受けている。

役員の兼任。

㈱スクウェア・ワン 東京都世田谷区 100 不動産賃貸業 100.00 資金援助。

㈱東邦システムサービス 東京都世田谷区 10 情報処理業 100.00

当社グループのデータ処理及

びソフトの作成。また医療機

関へのソフト販売を当社グル

ープと共同で行っている。役

員の兼任。

ファーマクラスター㈱ 東京都千代田区 10
調剤薬局事業の

　 管理事業
100.00

経営指導。役員の兼任。資金

援助。

㈱ファーマダイワ 熊本県熊本市南区 100 調剤薬局の経営
100.00

（100.00）

連結子会社より医薬品の供給

を受けている。

㈱Ｊ．みらいメディカル 大阪府大阪市都島区 100 調剤薬局の経営
100.00

(100.00）

連結子会社より医薬品の供給

を受けている。資金援助。役

員の兼務

㈱清水薬局 東京都日野市 67 調剤薬局の経営 100.00
連結子会社より医薬品の供給

を受けている。

㈱ファーマみらい 東京都世田谷区 50

調剤薬局の経営

及び医薬品分割

販売業

100.00

（100.00）

連結子会社より医薬品の供給

を受けている。

セイコーメディカルブレー

ン㈱
福岡県福岡市東区 30 調剤薬局の経営 100.00

連結子会社より医薬品の供給

を受けている。

ベガファーマ㈱ 大阪府藤井寺市 10 調剤薬局の経営
100.00

(100.00）

連結子会社より医薬品の供給

を受けている。

㈲キュア 新潟県長岡市 5 調剤薬局の経営
100.00

(100.00）

連結子会社より医薬品の供給

を受けている。

㈱青葉堂 大阪府大阪市東住吉区 3 調剤薬局の経営 100.00
連結子会社より医薬品の供給

を受けている。

㈱厚生 大阪府大阪市住吉区 3 調剤薬局の経営 100.00
連結子会社より医薬品の供給

を受けている。

㈱東京臨床薬理研究所 東京都新宿区 401 治験施設支援業 100.00 資金援助。

㈱アルフ 東京都世田谷区 90
情報処理機器の

企画・販売業

92.32

(0.83）

当社グループの顧客支援シス

テムを販売している。役員の

兼任。資金援助。

(持分法適用関連会社)

酒井薬品㈱ 東京都三鷹市 60 医薬品卸売業 35.00

連結子会社の東邦薬品㈱より

医薬品の供給を受けている。

役員の兼任。
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（注）１．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。

２．上記関係会社のうちには有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

３．東邦薬品㈱は、特定子会社であります。

４．東邦薬品㈱及び㈱セイエルは、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割

合が100分の10を超えております。

主要な損益情報等

① 東邦薬品㈱ イ．売上高 1,164,258百万円

ロ．経常利益 16,785 〃

ハ．当期純利益 11,973 〃

ニ．純資産額 63,050 〃

ホ．総資産額 474,207 〃

② ㈱セイエル イ．売上高 148,340百万円

ロ．経常利益 3,130 〃

ハ．当期純利益 2,083 〃

ニ．純資産額 32,071 〃

ホ．総資産額 69,987 〃
　

３．経営方針

当社グループは「全ては健康を願う人々のために」をコーポレートスローガンとして掲げ、「わたしたちは社会・

顧客と共生し、独創的なサービスの提供を通じて新しい価値を共創し、世界の人々の医療と健康に貢献します。」と

の経営理念のもと、常に患者様を第一に考え、その満足度を高めるべく顧客価値の創造に取り組むことで、持続的な

成長による中長期的な企業価値の向上とコーポレートブランドの確立を目指しております。

　我が国においては現在、国民の健康寿命の延伸と超高齢社会、総人口の減少における持続可能な社会保障制度の構

築・維持を目的に医療費抑制のための施策が推進されております。2018年４月には地域包括ケアシステムの構築に向

けた診療報酬・調剤報酬改定とともに薬価制度の抜本改革が行われ、毎年薬価調査・毎年薬価改定が実施されること

となりました。一方で、2018年１月には、安定的な医薬品流通が確保されることを目的とした「医療用医薬品の流通

改善に向けて流通関係者が遵守すべきガイドライン」、2018年９月には、医薬品製造販売業者等が医療用医薬品の販

売情報提供活動において行う広告または広告に類する行為を適正化することにより医療用医薬品の適正使用を確保す

ることを目的とした「医療用医薬品の販売情報提供活動に関するガイドライン」、さらに、2018年12月には医薬品の

適切な流通経路管理を目的とした「医薬品の適正流通（GDP）ガイドライン」がそれぞれ厚生労働省より発出され、

医薬品医療機器等法の改正に向けた動きも本格化しています。

　このように医療ならびに医薬品業界の環境変化がますます加速しているなか、当社グループは医療・健康・介護分

野に携わる企業集団として、かかる急速な環境の変化や課題を先取りし、迅速かつ的確に対応することで、国民の健

康寿命の延伸と持続可能な社会保障制度の構築・維持に貢献してまいります。そのため、患者様、医療機関、さらに

は在宅医療・介護に携わる専門職等の課題を解決する顧客支援システムの開発・提案に取り組み、調剤薬局事業につ

いては、地域連携薬局ならびに専門医療機関連携薬局への機能変革を推進するなど、幅広い分野で存在価値を発揮す

る付加価値サービス型ビジネスモデルへの変革を推進してまいります。また、ジェネリック医薬品数量シェア80％時

代を見据え、独自の検証により品質を担保したジェネリック医薬品を安定供給してまいります。この取り組みによ

り、患者様や医療機関の皆様の課題を解決するとともに、当社グループの収益性向上に寄与させてまいります。

　一方で、グループ全体で業務の集約化と標準化、人員の適正化を進めることで生産性の向上を図り、安定的な収益

の確保と収益性の向上を目指してまいります。

　さらに、医療および健康関連企業としての公共性と社会インフラとしての使命を認識し、各機能を事業継続の観点

から見直し、震災・パンデミック対策など医薬品の安定供給に必要な投資を各ステークホルダーからの信頼と共感を

ベースに進めることで、安心・安全の医薬品供給を追求してまいります。

　以上のことから、患者様、顧客、地域社会、株主、社員など全てのステークホルダーから必要とされ、継続して支

持される企業集団を目指してまいります。
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４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、企業間及び経年での比較可能性を確保するため、当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用

語、様式及び作成方法に関する規則（第７章及び第８章を除く）」（昭和51年大蔵省令第28号）に基づいて作成し

ております。

なお、国際会計基準の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であります。

決算短信（宝印刷） 2019年05月09日 13時02分 13ページ（Tess 1.50(64) 20181220_01）



東邦ホールディングス株式会社(8129)
2019年３月期 決算短信

12

５．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 67,943 79,607

受取手形及び売掛金 281,657 287,205

商品及び製品 73,088 78,590

仕入割戻未収入金 15,498 13,993

その他 19,815 20,240

貸倒引当金 △277 △209

流動資産合計 457,724 479,427

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 29,309 33,785

車両運搬具（純額） 9 10

土地 43,593 43,208

リース資産（純額） 5,746 4,430

建設仮勘定 11,102 375

その他 948 7,284

有形固定資産合計 90,709 89,095

無形固定資産

のれん 2,614 1,360

その他 2,545 2,620

無形固定資産合計 5,159 3,981

投資その他の資産

投資有価証券 81,718 80,676

長期貸付金 2,619 2,881

繰延税金資産 1,686 1,592

その他 8,765 8,606

貸倒引当金 △2,584 △2,533

投資その他の資産合計 92,206 91,222

固定資産合計 188,075 184,299

資産合計 645,799 663,727
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 369,179 374,322

短期借入金 282 278

1年内償還予定の社債 - 7,955

1年内返済予定の長期借入金 662 308

リース債務 2,062 1,787

未払法人税等 6,335 4,204

未払費用 2,382 2,396

賞与引当金 3,541 3,428

役員賞与引当金 69 71

返品調整引当金 344 349

資産除去債務 2 25

その他 5,964 5,137

流動負債合計 390,827 400,265

固定負債

社債 15,026 20,083

長期借入金 5,898 5,594

リース債務 3,232 1,849

繰延税金負債 18,236 17,147

再評価に係る繰延税金負債 865 788

退職給付に係る負債 1,918 1,986

資産除去債務 1,093 1,094

負ののれん 24 7

その他 904 1,060

固定負債合計 47,200 49,612

負債合計 438,027 449,878

純資産の部

株主資本

資本金 10,649 10,649

資本剰余金 47,874 48,566

利益剰余金 140,317 151,943

自己株式 △16,612 △20,257

株主資本合計 182,228 190,902

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 29,708 27,285

土地再評価差額金 △4,333 △4,507

その他の包括利益累計額合計 25,374 22,777

新株予約権 168 168

純資産合計 207,772 213,848

負債純資産合計 645,799 663,727
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2017年４月１日
　至 2018年３月31日)

当連結会計年度
(自 2018年４月１日
　至 2019年３月31日)

売上高 1,213,342 1,222,199

売上原価 1,099,149 1,110,152

売上総利益 114,192 112,046

返品調整引当金繰入額 20 4

差引売上総利益 114,172 112,042

販売費及び一般管理費

役員報酬及び給料手当 44,628 44,984

賞与引当金繰入額 3,504 3,376

役員賞与引当金繰入額 69 71

退職給付費用 295 222

福利厚生費 7,947 8,023

車両費 1,108 1,166

貸倒引当金繰入額 17 △104

減価償却費 4,498 4,869

のれん償却額 1,957 1,572

賃借料 7,060 7,127

租税公課 1,769 1,784

仮払消費税の未控除費用 5,151 5,159

その他 17,146 18,004

販売費及び一般管理費合計 95,155 96,258

営業利益 19,016 15,783

営業外収益

受取利息 70 94

受取配当金 1,582 1,336

受取手数料 3,130 3,180

不動産賃貸料 799 803

負ののれん償却額 24 17

持分法による投資利益 53 53

その他 939 688

営業外収益合計 6,600 6,175

営業外費用

支払利息 50 30

コミットメントフィー 49 24

不動産賃貸費用 360 266

和解金 59 -

その他 52 184

営業外費用合計 571 506

経常利益 25,045 21,452

決算短信（宝印刷） 2019年05月09日 13時02分 16ページ（Tess 1.50(64) 20181220_01）



東邦ホールディングス株式会社(8129)
2019年３月期 決算短信

15

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2017年４月１日
　至 2018年３月31日)

当連結会計年度
(自 2018年４月１日
　至 2019年３月31日)

特別利益

固定資産売却益 46 19

その他 45 4

特別利益合計 92 23

特別損失

固定資産処分損 119 165

減損損失 469 93

関係会社株式評価損 548 290

その他 802 13

特別損失合計 1,940 563

税金等調整前当期純利益 23,196 20,913

法人税、住民税及び事業税 9,016 7,096

法人税等調整額 △204 △46

法人税等合計 8,812 7,050

当期純利益 14,384 13,863

親会社株主に帰属する当期純利益 14,384 13,863
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連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2017年４月１日
　至 2018年３月31日)

当連結会計年度
(自 2018年４月１日
　至 2019年３月31日)

当期純利益 14,384 13,863

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 7,859 △2,409

持分法適用会社に対する持分相当額 13 △13

その他の包括利益合計 7,872 △2,422

包括利益 22,257 11,440

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 22,257 11,440

非支配株主に係る包括利益 - -
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 2017年４月１日 至 2018年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 10,649 47,856 128,123 △16,051 170,577

当期変動額

剰余金の配当 △2,059 △2,059

親会社株主に帰属する

当期純利益
14,384 14,384

自己株式の取得 △626 △626

自己株式の処分 17 65 83

連結範囲の変動 △177 △177

土地再評価差額金の

取崩
46 46

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― 17 12,194 △560 11,651

当期末残高 10,649 47,874 140,317 △16,612 182,228

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金
土地再評価差額金

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 21,836 △4,287 17,548 145 188,271

当期変動額

剰余金の配当 △2,059

親会社株主に帰属する

当期純利益
14,384

自己株式の取得 △626

自己株式の処分 83

連結範囲の変動 △177

土地再評価差額金の

取崩
46

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
7,872 △46 7,826 23 7,849

当期変動額合計 7,872 △46 7,826 23 19,500

当期末残高 29,708 △4,333 25,374 168 207,772
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当連結会計年度(自 2018年４月１日 至 2019年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 10,649 47,874 140,317 △16,612 182,228

当期変動額

剰余金の配当 △2,025 △2,025

親会社株主に帰属する

当期純利益
13,863 13,863

自己株式の取得 △10,002 △10,002

自己株式の処分 692 6,357 7,050

連結範囲の変動 △384 △384

土地再評価差額金の

取崩
173 173

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― 692 11,626 △3,644 8,673

当期末残高 10,649 48,566 151,943 △20,257 190,902

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金
土地再評価差額金

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 29,708 △4,333 25,374 168 207,772

当期変動額

剰余金の配当 △2,025

親会社株主に帰属する

当期純利益
13,863

自己株式の取得 △10,002

自己株式の処分 7,050

連結範囲の変動 △384

土地再評価差額金の

取崩
173

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△2,422 △173 △2,596 △0 △2,596

当期変動額合計 △2,422 △173 △2,596 △0 6,076

当期末残高 27,285 △4,507 22,777 168 213,848
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2017年４月１日
　至 2018年３月31日)

当連結会計年度
(自 2018年４月１日
　至 2019年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 23,196 20,913

減価償却費 4,498 4,869

減損損失 469 93

のれん償却額 1,957 1,572

負ののれん償却額 △24 △17

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 132 68

返品調整引当金の増減額（△は減少） 20 4

賞与引当金の増減額（△は減少） 34 △122

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △6 2

貸倒引当金の増減額（△は減少） △55 △128

受取利息及び受取配当金 △1,653 △1,431

支払利息 50 30

固定資産除売却損益（△は益） 73 146

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） 797 11

売上債権の増減額（△は増加） 2,466 △5,355

たな卸資産の増減額（△は増加） 499 △5,394

その他の資産の増減額（△は増加） △284 1,862

仕入債務の増減額（△は減少） 20,138 5,027

その他の負債の増減額（△は減少） 1,349 △130

未払消費税等の増減額（△は減少） 808 △957

その他 △3,570 △3,694

小計 50,899 17,370

利息及び配当金の受取額 1,642 1,398

利息の支払額 △122 △74

法人税等の支払額 △4,829 △9,750

その他 4,388 4,485

営業活動によるキャッシュ・フロー 51,978 13,428
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2017年４月１日
　至 2018年３月31日)

当連結会計年度
(自 2018年４月１日
　至 2019年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △1,147 △1,047

定期預金の払戻による収入 1,120 1,115

有形固定資産の取得による支出 △8,456 △2,799

有形固定資産の売却による収入 300 479

無形固定資産の取得による支出 △550 △1,000

無形固定資産の売却による収入 5 0

投資有価証券の取得による支出 △3,329 △2,952

投資有価証券の売却及び償還による収入 4 2

関係会社株式の取得による支出 △30 △791

関係会社株式の売却による収入 11 -

資産除去債務の履行による支出 △17 △10

貸付けによる支出 △218 △672

貸付金の回収による収入 93 174

その他 △235 △146

投資活動によるキャッシュ・フロー △12,448 △7,649

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,454 △141

長期借入れによる収入 5,000 -

長期借入金の返済による支出 △1,725 △792

社債の発行による収入 - 20,100

自己株式の取得による支出 △626 △10,002

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △1,889 △1,808

配当金の支払額 △2,059 △2,025

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,754 5,329

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 35,775 11,109

現金及び現金同等物の期首残高 27,721 63,671

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 174 601

現金及び現金同等物の期末残高 63,671 75,382
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

（1）連結子会社の数 18社

主要な連結子会社は「２．企業集団の状況 関係会社の状況」に記載しているため、省略しました。

（2）主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社の名称

株式会社ネグジット総研

(連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社はいずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、連結当期純損益及び利益剰余金等に重要な影響

を与えず、かつ全体としても重要性がないため、連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

（1）持分法を適用した関連会社の数 1社

主要な会社等の名称

酒井薬品株式会社

（2）持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

主要な非連結子会社の名称

株式会社ネグジット総研

主要な関連会社の名称

株式会社わかば

(持分法を適用しない理由）

持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社については、それぞれ連結当期純損益及び利益剰余金等に重要な

影響を与えず、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度末日と連結決算日は、一致しております。

４．会計方針に関する事項

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)を採用しております。

その他有価証券

時価のあるもの

連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定しております。)を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資(金融商品取引法第２条第２項により有価証券

とみなされるもの)については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎

とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

② たな卸資産

連結子会社４社(東邦薬品株式会社、九州東邦株式会社、株式会社セイエル、株式会社幸燿)は移動平均法によ

る原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

その他の連結子会社は最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しており

ます。
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法(ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに2016年４月１日以降に取得し

た建物附属設備及び構築物については定額法)を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ８～50年

車両運搬具 ４～６年

工具、器具及び備品 ５～15年
　

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアは、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

③ リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法を採用しております。

（3）重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

売掛債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

使用人及び使用人としての職務を有する役員に対して支給する賞与に充てるため、支給見積額のうち当連結会

計年度負担額を計上しております。

③ 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与に充てるため、支給見積額のうち当連結会計年度負担額を計上しております。

④ 返品調整引当金

返品による損失に備えるため、将来の返品に伴う損失見込額を計上しております。

（4）退職給付に係る会計処理の方法

連結子会社７社（株式会社スクウェア・ワン、株式会社ファーマダイワ、株式会社Ｊ．みらいメディカル、株式

会社ファーマみらい、ベガファーマ株式会社、株式会社東京臨床薬理研究所、株式会社アルフ）は、退職給付に係

る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便

法を適用しております。

また、当社及び連結子会社２社（東邦薬品株式会社、株式会社東邦システムサービス）は、確定拠出年金制度に

全面的移行したことに伴い、移行時在籍従業員のうち、定年の退職者に対しては、過去勤務部分の一部を退職時に

退職一時金として支払う経過措置を設けております。それにより、2019年３月末現在の退職給付債務を従業員の退

職給付に備えるために計上しております。数理計算上の差異は、僅少のため発生年度に費用処理することとしてお

ります。

（5）のれん及び負ののれんの償却方法及び償却期間

のれん及び2010年３月31日までに発生した負ののれんの償却については、５年間または10年間の均等償却を行っ

ております。

（6）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

（7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。
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(会計方針の変更)

（税効果会計に係る会計基準の適用指針の適用）

　「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2018年２月16日）を当連結会計年度

から適用し、個別財務諸表における子会社株式等に係る将来加算一時差異の取り扱いを見直しております。なお、

この変更による影響は軽微であるため、遡及適用は行っておりません。

(表示方法の変更)

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）を当連結会計年度の期

首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法

に変更しました。

　この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」の「繰延税金資産」1,831百万円のうち

1,117百万円は、「投資その他の資産」の「繰延税金資産」1,686百万円に含めて表示しており、また714百万円は、

「固定負債」の「繰延税金負債」と相殺しております。

（連結損益計算書関係）

　前連結会計年度において、独立掲記しておりました「特別利益」の「関係会社清算益」は、特別利益の総額の100

分の10を下回るため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させ

るため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「特別利益」の「関係会社清算益」に表示していた39百

万円は、「その他」として組み替えております。

　また、前連結会計年度において、独立掲記しておりました「特別損失」の「投資有価証券評価損」は、特別損失

の総額の100分の10を下回るため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更

を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「特別損失」の「投資有価証券評価損」に表示していた

798百万円は、「その他」として組み替えております。

(連結貸借対照表関係)

※1 有形固定資産の減価償却累計額

前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

49,449百万円 51,044百万円

※2 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

投資有価証券等 13,741百万円 13,106百万円
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※3 担保に供している資産及び担保に係る債務は以下のとおりであります。

担保に供している資産

前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

定期預金 265百万円 　165百万円

建物 1,766百万円 1,733百万円

土地 4,623百万円 4,203百万円

投資有価証券 4,681百万円 3,860百万円

　計 11,335百万円 9,962百万円

　

担保に係る債務

前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

支払手形及び買掛金 22,925百万円 21,688百万円

長期借入金（一年以内返済予定
を含む）

1,322百万円 1,124百万円

　計 24,247百万円 22,812百万円

※4 土地の再評価

「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正

する法律」(平成13年３月31日公布法律第19号)に基づき、当社の事業用土地の再評価を行い、再評価差額から「再

評価に係る繰延税金負債」を控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

・再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第３号に定める土地課税台帳に基

づき算出しております。

・再評価を行った年月日

　 2002年３月31日

前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

再評価を行った土地の期末における時価と
再評価後の帳簿価額との差額

1,329百万円 1,289百万円

※5 連結子会社において、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行と貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。

前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

貸出コミットメント 12,000百万円 12,000百万円

借入実行残高 ― ―

差引計 12,000百万円 12,000百万円

また、当社は一般事業資金の効率的な調達を行うため、取引銀行と貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。

前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

貸出コミットメント 1,000百万円 1,000百万円

借入実行残高 ― ―

差引計 1,000百万円 1,000百万円
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(連結損益計算書関係)

※1 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2017年４月１日
至 2018年３月31日)

当連結会計年度
(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

建物等売却益 18百万円 ―

土地売却益 24百万円 15百万円

器具及び備品等売却益 3百万円 3百万円

計 46百万円 19百万円

※2 固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2017年４月１日
至 2018年３月31日)

当連結会計年度
(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

建物等除却損 90百万円 43百万円

器具及び備品等除却損 20百万円 6百万円

ソフトウェア等除却損 1百万円 0百万円

建物等売却損 1百万円 0百万円

土地売却損 5百万円 112百万円

車両運搬具売却損 1百万円 1百万円

計 119百万円 165百万円

※3 減損損失

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

当社グループは、事業用資産については各営業所又は各店舗を、賃貸用不動産及び遊休不動産については各物件

を資産グループとしております。のれんについては、各社が行う事業を最小の単位とし、グルーピングしておりま

す。

前連結会計年度(自 2017年４月１日 至 2018年３月31日)

場所 用途 種類

浦佐薬局他18箇所 事業用資産 土地、建物及びのれん

旧奥州営業所他12箇所 遊休不動産 土地及び建物

事業用資産については、継続的な損失の発生により帳簿価格を回収可能価額まで減額し、減損損失284百万円を認

識しました。その内訳は、土地51百万円、建物201百万円、のれん32百万円であります。回収可能価額は正味売却価

額により測定しております。不動産鑑定士による査定額を基準にして評価しておりますが、重要性の乏しい物件に

ついては固定資産税評価額を基準にして評価しております。

事業の用に供していない遊休不動産については、売却の意思決定、継続的な時価の下落により減損損失184百万円

を認識しました。その内訳は、土地125百万円、建物59百万円であります。回収可能価額は正味売却価額により測定

しております。不動産鑑定士による査定額を基準にして評価しておりますが、重要性の乏しい物件については固定

資産税評価額を基準にして評価しております。

当連結会計年度(自 2018年４月１日 至 2019年３月31日)

場所 用途 種類

旧宇部営業所他15箇所 遊休不動産 土地

事業の用に供していない遊休不動産について、売却の意思決定、継続的な時価の下落により減損損失93百万円を

認識しました。その内訳は、土地67百万円、建物26百万円であります。回収可能価額は正味売却価額により測定し

ております。不動産鑑定士による査定額を基準にして評価しておりますが、重要性の乏しい物件については固定資

産税評価額を基準にして評価しております。
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(連結包括利益計算書関係)

※1 その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

前連結会計年度
(自 2017年４月１日
至 2018年３月31日)

当連結会計年度
(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

その他有価証券評価差額金

当期発生額 11,333百万円 △3,446百万円

組替調整額 △0百万円 11百万円

税効果調整前 11,333百万円 △3,434百万円

税効果額 △3,474百万円 1,024百万円

その他有価証券評価差額金 7,859百万円 △2,409百万円

持分法適用会社に対する
持分相当額

当期発生額 13百万円 △13百万円

その他の包括利益合計 7,872百万円 △2,422百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 2017年４月１日 至 2018年３月31日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数(千株)

当連結会計年度増加

株式数(千株)

当連結会計年度減少

株式数(千株)

当連結会計年度末

株式数(千株)

発行済株式

普通株式 78,270 ― ― 78,270

合計 78,270 ― ― 78,270

自己株式

普通株式(注) 9,518 287 38 9,767

合計 9,518 287 38 9,767

(注)１．普通株式の自己株式の増加287千株は、取締役会決議による増加287千株及び単元未満株の買取りによる増加0

千株であります。

　 ２．普通株式の自己株式の減少38千株は、譲渡制限付株式報酬としての処分による減少であります。

２．新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(千株) 当連結会計
年度末残高
(百万円)

当連結会計
年度期首

増加 減少
当連結会計
年度末

提出会社

2019年満期ユーロ円
貨建転換社債型新株
予約権付社債
（注1、2、3）

普通株式 6,767 16 ― 6,784 ―

ストック・オプショ
ンとしての新株予約
権

― ― ― ― ― 168

合計 6,767 16 ― 6,784 168

(注)１．新株予約権の目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記

載しております。

　 ２．転換社債型新株予約権付社債については、一括法によっております。

　 ３．転換社債型新株予約権付社債の目的となる株式の数の増加16千株は、社債要項の転換価額調整事項に従い、

当該転換価額を調整したことによるものです。

３．配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2017年５月11日
取締役会

普通株式 1,031 15 2017年３月31日 2017年６月９日

2017年11月８日
取締役会

普通株式 1,027 15 2017年９月30日 2017年12月５日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2018年５月９日
取締役会

普通株式 1,027 利益剰余金 15 2018年３月31日 2018年６月８日
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当連結会計年度(自 2018年４月１日 至 2019年３月31日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数(千株)

当連結会計年度増加

株式数(千株)

当連結会計年度減少

株式数(千株)

当連結会計年度末

株式数(千株)

発行済株式

普通株式 78,270 ― ― 78,270

合計 78,270 ― ― 78,270

自己株式

普通株式(注) 9,767 3,549 3,196 10,120

合計 9,767 3,549 3,196 10,120

(注)１．普通株式の自己株式の増加3,549千株は、取締役会決議による増加3,548千株及び単元未満株の買取りによる

増加１千株であります。

　 ２．普通株式の自己株式の減少3,196千株は、2019年満期ユーロ円貨建転換社債型新株予約権付社債の新株予約権

の行使による減少であります。

２．新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(千株) 当連結会計
年度末残高
(百万円)

当連結会計
年度期首

増加 減少
当連結会計
年度末

提出会社

2019年満期ユーロ円
貨建転換社債型新株
予約権付社債
（注1、2、3）

普通株式 6,784 16 3,196 3,604 ―

2023年満期ユーロ円
貨建転換社債型新株
予約権付社債

（注1、2、3）

普通株式 ― 5,973 ― 5,973 ―

ストック・オプショ
ンとしての新株予約
権

― ― ― ― ― 168

合計 6,784 5,990 3,196 9,578 168

(注)１．新株予約権の目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記

載しております。

　 ２．転換社債型新株予約権付社債については、一括法によっております。

　 ３．2019年満期転換社債型新株予約権付社債の目的となる株式の数の増加16千株は、社債要項の転換価額調整事

項に従い、当該転換価額を調整したことによるものです。

　 ４. 2019年満期転換社債型新株予約権付社債の目的となる株式の数の減少3,196千株は、新株予約権の行使による

減少によるものです。

３．配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2018年５月９日
取締役会

普通株式 1,027 15 2018年３月31日 2018年６月８日

2018年11月７日
取締役会

普通株式 998 15 2018年９月30日 2018年12月７日

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2019年５月９日
取締役会

普通株式 1,022 利益剰余金 15 2019年３月31日 2019年６月７日

決算短信（宝印刷） 2019年05月09日 13時02分 30ページ（Tess 1.50(64) 20181220_01）



東邦ホールディングス株式会社(8129)
2019年３月期 決算短信

29

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※1 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前連結会計年度
(自 2017年４月１日
至 2018年３月31日)

当連結会計年度
(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

現金及び預金勘定 67,943百万円 79,607百万円

預入期間が３か月を超える定期預
金

△4,271百万円 △4,225百万円

取得日から３か月以内に償還期限
の到来する短期投資(有価証券)

―百万円 ―百万円

現金及び現金同等物 63,671百万円 75,382百万円

2 重要な非資金取引の内容

前連結会計年度(自 2017年４月１日 至 2018年３月31日)

当連結会計年度に新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は、それぞれ586百万円であ

ります。

当連結会計年度(自 2018年４月１日 至 2019年３月31日)

当連結会計年度に新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は、それぞれ348百万円であ

ります。

　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、医薬品卸売事業と調剤薬局事業の運営会社を置き、各運営会社は国内における包括的な戦略

を立案し、事業会社が事業活動を展開しております。

また、治験施設支援事業及び情報機器販売事業においては、当社と各事業会社が連携し、国内における包括的

な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

従って、当社グループは医療用医薬品の販売及び医療関連その他を基礎としたセグメントから構成されており、

「医薬品卸売事業」、「調剤薬局事業」、「治験施設支援事業」及び「情報機器販売事業」の４つを報告セグメ

ントとしております。

「医薬品卸売事業」は、医薬品・麻薬・検査薬等の販売、医療機器の販売をしており、「調剤薬局事業」は、

保険調剤薬局の経営、在宅医療支援業務、医薬品の販売をしております。「治験施設支援事業」は、治験施設の

支援をしており、「情報機器販売事業」は情報処理機器の企画・販売をしております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と概ね同一であります。

セグメント間の内部売上高又は振替高は市場実勢価格に基づいております。

決算短信（宝印刷） 2019年05月09日 13時02分 31ページ（Tess 1.50(64) 20181220_01）



東邦ホールディングス株式会社(8129)
2019年３月期 決算短信

30

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

　

前連結会計年度(自 2017年４月１日 至 2018年３月31日)

報告セグメント
調整額
(百万円)
（注１）

連結財務諸
表計上額
(百万円)
（注２）

医薬品
卸売事業
(百万円)

調剤薬局
事業

(百万円)

治験施設
支援事業
(百万円)

情報機器
販売事業
(百万円)

計
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

1,113,903 97,651 323 1,463 1,213,342 ― 1,213,342

(2) セグメント間の
内部売上高又は振替高

46,835 367 ― 232 47,435 △47,435 ―

計 1,160,739 98,019 323 1,695 1,260,777 △47,435 1,213,342

セグメント利益 17,155 3,564 89 64 20,874 △1,857 19,016

セグメント資産 513,326 47,243 934 2,053 563,556 82,957 646,514

その他の項目

　減価償却費 2,410 914 7 26 3,359 1,139 4,498

　のれん償却額 127 1,830 ― ― 1,957 ― 1,957

　負ののれん償却額 ― 24 ― ― 24 ― 24

　減損損失 307 162 ― ― 469 ― 469

　持分法適用会社への投資額 1,472 ― ― ― 1,472 ― 1,472

　のれんの未償却残高 70 2,544 ― ― 2,614 ― 2,614

　負ののれんの未償却残高 ― 24 ― ― 24 ― 24

　有形固定資産及び無形固定資
産の増加額

8,524 534 33 212 9,305 101 9,406

（注）１．調整額は、以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額は、セグメント間の内部取引の消去、未実現利益の消去及び全社費用によるもので

あります。

(2) セグメント資産の調整額には、内部取引消去のほか、全社資産の金額が104,396百万円含まれております。

その主なものは、連結財務諸表提出会社の余資運用資産（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券

等）等であります。

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度(自 2018年４月１日 至 2019年３月31日)

報告セグメント
調整額
(百万円)
（注１）

連結財務諸
表計上額
(百万円)
（注２）

医薬品
卸売事業
(百万円)

調剤薬局
事業

(百万円)

治験施設
支援事業
(百万円)

情報機器
販売事業
(百万円)

計
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

1,127,836 92,926 280 1,156 1,222,199 ― 1,222,199

(2) セグメント間の
内部売上高又は振替高

47,577 296 ― 229 48,102 △48,102 ―

計 1,175,413 93,222 280 1,385 1,270,302 △48,102 1,222,199

セグメント利益 16,084 1,425 55 36 17,601 △1,817 15,783

セグメント資産 510,467 46,062 898 2,219 559,648 104,078 663,727

その他の項目

　減価償却費 2,769 829 7 15 3,622 1,247 4,869

　のれん償却額 55 1,517 ― ― 1,572 0 1,572

　負ののれん償却額 ― 17 ― ― 17 ― 17

　減損損失 83 9 ― ― 93 ― 93

　持分法適用会社への投資額 1,531 ― ― ― 1,531 ― 1,531

　のれんの未償却残高 223 1,137 ― ― 1,360 ― 1,360

　負ののれんの未償却残高 ― 7 ― ― 7 ― 7

　有形固定資産及び無形固定資
産の増加額

3,035 782 0 265 4,084 △30 4,053

（注）１．調整額は、以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額は、セグメント間の内部取引の消去、未実現利益の消去及び全社費用によるもので

あります。

(2) セグメント資産の調整額には、内部取引消去のほか、全社資産の金額が126,280百万円含まれております。

その主なものは、連結財務諸表提出会社の余資運用資産（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券

等）等であります。

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度(自 2017年４月１日 至 2018年３月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省

略しております。
　

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。
　

３ 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。

当連結会計年度(自 2018年４月１日 至 2019年３月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省

略しております。
　

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。
　

３ 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自 2017年４月１日 至 2018年３月31日)

　 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

当連結会計年度(自 2018年４月１日 至 2019年３月31日)

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自 2017年４月１日 至 2018年３月31日)

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

当連結会計年度(自 2018年４月１日 至 2019年３月31日)

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度(自 2017年４月１日 至 2018年３月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2018年４月１日 至 2019年３月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 2017年４月１日
至 2018年３月31日)

当連結会計年度
(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

１株当たり純資産額 3,030円58銭 3,135円45銭

１株当たり当期純利益金額 209円84銭 207円71銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

190円60銭 177円78銭

（注）１．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。
　

前連結会計年度
(自 2017年４月１日
至 2018年３月31日)

当連結会計年度
(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 14,384 13,863

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益(百万円)

14,384 13,863

普通株式の期中平均株式数(株) 68,550,785 66,741,203

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

親会社株主に帰属する当期純利益調整額(百万円) △10 △25

(うち受取利息(税額相当額控除後)(百万円)) (△10) (△25)

普通株式増加数(株) 6,866,525 11,095,072

(うち新株予約権(株)) (82,265) (82,231)

(うち新株予約権付社債(株)) (6,784,260) (11,012,841)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概要

―

　

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 207,772 213,848

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 168 168

(うち新株予約権）（百万円) (168) (168)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 207,603 213,680

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(株)

68,502,941 68,149,831

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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６．個別財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：百万円)

前事業年度
(2018年３月31日)

当事業年度
(2019年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 22,371 43,704

前払費用 106 107

その他の未収入金 3,061 3,905

その他 7,280 570

流動資産合計 32,819 48,288

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 14,147 18,859

構築物（純額） 472 648

器具及び備品（純額） 77 64

土地 20,547 20,170

リース資産（純額） 870 649

建設仮勘定 5,948 166

有形固定資産合計 42,064 40,558

無形固定資産

借地権 12 12

ソフトウエア 512 439

その他 50 13

無形固定資産合計 574 464

投資その他の資産

投資有価証券 68,132 67,702

関係会社株式 31,245 31,534

関係会社出資金 612 527

長期貸付金 967 939

関係会社長期貸付金 2,569 2,764

破産更生債権等 3,500 3,570

長期前払費用 102 99

その他 1,455 1,759

貸倒引当金 △2,860 △2,532

投資その他の資産合計 105,724 106,365

固定資産合計 148,363 147,388

資産合計 181,183 195,676
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(単位：百万円)

前事業年度
(2018年３月31日)

当事業年度
(2019年３月31日)

負債の部

流動負債

1年内償還予定の社債 - 7,955

1年内返済予定の長期借入金 360 40

リース債務 250 231

資産除去債務 - 25

未払金 164 204

未払費用 58 64

未払法人税等 184 167

未払消費税等 24 -

預り金 8,836 9,160

賞与引当金 70 75

役員賞与引当金 43 46

その他 6 8

流動負債合計 9,997 17,981

固定負債

社債 15,026 20,083

長期借入金 40 -

リース債務 690 466

繰延税金負債 17,054 15,954

再評価に係る繰延税金負債 865 788

退職給付引当金 13 11

資産除去債務 295 279

その他 193 193

固定負債合計 34,178 37,778

負債合計 44,176 55,759

純資産の部

株主資本

資本金 10,649 10,649

資本剰余金

資本準備金 46,177 46,177

その他資本剰余金 2,541 3,233

資本剰余金合計 48,718 49,410

利益剰余金

利益準備金 664 664

その他利益剰余金

土地圧縮積立金 1,589 1,579

別途積立金 6,336 6,336

繰越利益剰余金 54,707 63,104

利益剰余金合計 63,297 71,684

自己株式 △16,652 △20,297

株主資本合計 106,013 111,447

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 35,135 32,785

土地再評価差額金 △4,310 △4,484

評価・換算差額等合計 30,824 28,300

新株予約権 168 168

純資産合計 137,006 139,916

負債純資産合計 181,183 195,676
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（２）損益計算書

(単位：百万円)
前事業年度

(自 2017年４月１日
　至 2018年３月31日)

当事業年度
(自 2018年４月１日
　至 2019年３月31日)

営業収益

経営指導料収入 1,180 1,160

不動産賃貸料収入 2,114 2,268

受取配当金収入 8,103 9,911

その他 - 630

営業収益合計 11,398 13,970

営業費用

不動産関連費用 1,417 1,496

一般管理費

役員報酬及び給与手当 1,379 1,399

賞与引当金繰入額 70 75

役員賞与引当金繰入額 43 46

退職給付引当金繰入額 △0 △0

福利厚生費 157 217

車両費 1 2

貸倒引当金繰入額 747 △328

減価償却費 364 406

のれん償却額 - 0

賃借料 270 275

租税公課 273 324

支払手数料 558 761

その他 540 622

営業費用合計 5,822 5,298

営業利益 5,575 8,672

営業外収益

受取利息 140 117

受取配当金 1,214 1,276

受取手数料 144 192

不動産賃貸料 13 13

債務保証損失引当金戻入 732 -

その他 161 142

営業外収益合計 2,405 1,742

営業外費用

支払利息 70 117

社債発行費 - 50

コミットメントフィー 16 0

自己株式取得費用 0 26

その他 5 28

営業外費用合計 93 223

経常利益 7,887 10,190
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(単位：百万円)
前事業年度

(自 2017年４月１日
　至 2018年３月31日)

当事業年度
(自 2018年４月１日
　至 2019年３月31日)

特別利益

固定資産売却益 0 12

その他 - 1

特別利益合計 0 14

特別損失

固定資産処分損 7 86

減損損失 56 27

投資有価証券評価損 798 12

関係会社株式評価損 634 -

特別損失合計 1,497 125

税引前当期純利益 6,390 10,078

法人税、住民税及び事業税 86 17

法人税等調整額 28 △177

法人税等合計 114 △159

当期純利益 6,275 10,238
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自 2017年４月１日 至 2018年３月31日）

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金合計

当期首残高 10,649 46,177 2,523 48,700

当期変動額

剰余金の配当

当期純利益

土地圧縮積立金の取

崩

自己株式の取得

自己株式の処分 17 17

土地再評価差額金の

取崩

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― ― 17 17

当期末残高 10,649 46,177 2,541 48,718

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

土地圧縮積立金 別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 664 1,599 6,336 50,434 59,034 △16,091 102,293

当期変動額

剰余金の配当 △2,059 △2,059 △2,059

当期純利益 6,275 6,275 6,275

土地圧縮積立金の取

崩
△10 10 ― ―

自己株式の取得 △626 △626

自己株式の処分 65 83

土地再評価差額金の

取崩
46 46 46

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― △10 ― 4,273 4,262 △560 3,719

当期末残高 664 1,589 6,336 54,707 63,297 △16,652 106,013
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評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金

土地再評価

差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 27,295 △4,264 23,030 145 125,469

当期変動額

剰余金の配当 △2,059

当期純利益 6,275

土地圧縮積立金の取

崩
―

自己株式の取得 △626

自己株式の処分 83

土地再評価差額金の

取崩
46

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

7,840 △46 7,794 23 7,817

当期変動額合計 7,840 △46 7,794 23 11,536

当期末残高 35,135 △4,310 30,824 168 137,006
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当事業年度（自 2018年４月１日 至 2019年３月31日）

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金合計

当期首残高 10,649 46,177 2,541 48,718

当期変動額

剰余金の配当

当期純利益

土地圧縮積立金の取

崩

自己株式の取得

自己株式の処分 692 692

土地再評価差額金の

取崩

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― ― 692 692

当期末残高 10,649 46,177 3,233 49,410

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

土地圧縮積立金 別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 664 1,589 6,336 54,707 63,297 △16,652 106,013

当期変動額

剰余金の配当 △2,025 △2,025 △2,025

当期純利益 10,238 10,238 10,238

土地圧縮積立金の取

崩
△9 9 ― ―

自己株式の取得 △10,002 △10,002

自己株式の処分 6,357 7,050

土地再評価差額金の

取崩
173 173 173

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― △9 ― 8,396 8,386 △3,644 5,433

当期末残高 664 1,579 6,336 63,104 71,684 △20,297 111,447
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評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金

土地再評価

差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 35,135 △4,310 30,824 168 137,006

当期変動額

剰余金の配当 △2,025

当期純利益 10,238

土地圧縮積立金の取

崩
―

自己株式の取得 △10,002

自己株式の処分 7,050

土地再評価差額金の

取崩
173

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

△2,349 △173 △2,523 △0 △2,523

当期変動額合計 △2,349 △173 △2,523 △0 2,909

当期末残高 32,785 △4,484 28,300 168 139,916
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